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○　【中国経済最新統計】
「中国経済研究会」のお知らせ
2013年度第7回（通算第39回）の中国経済研究会は下記の要領で開催することになりました。大勢の方のご参加をお待ちしております。 

記 
時  間： 2014年1月28日(火) 16:30－18：00 
場  所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館地下一階みずほホール
報告者： 張紅咏　（独立行政法人経済産業研究所　研究員） 

テーマ： Does agglomeration promote the product innovation of Chinese firms?

注：本研究会は原則として授業期間中の毎月第３火曜日に行います。2013年度における開催(予定)日は以下の通りです。 

前期：4月23日（火）、 5月21日（火）、 6月18日（火）、7月23日(火) 

後期：10月22日（火）、11月19日（火）、12月17（火）、1月28日（火） 

（この件に関するお問い合わせは劉徳強（liu@econ.kyoto-u.ac.jp）までお願いします。なお、研究会終了後、有志による懇親会が予定されています。）
************************************************************************************************
中国ニュース　１.１３－１.１９
ヘッドライン

■　貿易：中国、米国を抜き世界一の貨物貿易国に
■　Ｍ＆Ａ：中国本土・香港のＭ＆Ａ市場、１８５７億米ドルで過去最高に
· 労働：最低賃金が平均１８％増、人件費がさらにアップ
· 通信：ｉＰｈｏｎｅ５の安売り合戦開始、チャイナモバイルの参入で
· 業界：外資化粧品が中国事業を縮小、現地ブランドの追い上げも激しく
· 英紙：大気汚染に覆われる北京、巨大スクリーンで日の出を中継
· 春節：大きな荷物抱え故郷へ、春節期に移動する人およそ３６億人
· 農業：台湾、日本時代の「日東紅茶」工場跡地が“復活”、観光スポットに
· 台湾：２０１３年株価上昇率、日本に次いでアジア２番目
· 雲南：シャングリラ旧市街・独克宗古城、２５０棟近く焼失
＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝
ニュース詳細
· 貿易：中国、米国を抜き世界一の貨物貿易国に
【１月１２日　VOA中文網】中国政府発表の最新統計によると、１３年の中国の輸出入総額は４兆１６００億ドル（約４３３兆円）に達した。前年比７．６％増。貿易相手国・地域のトップ５は欧州連合（ＥＵ）、米国、東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）、香港、日本。日本以外の相手とはいずれも貿易額は増加した。日本との貿易額はマイナス５．１％。中国税関総署報道官、総合統計課課長の鄭躍声氏は、中国が米国を抜き、初めて世界一の貨物貿易国になったと発表した。米国の貿易統計はまだ確定していないが、１１月までの統計によると間違いないという。中国官制メディアは、かつて世界最大の貿易国であった清朝以来、数百年ぶりにその座を奪還した里程標的な事件だと評価している。
· Ｍ＆Ａ：中国本土・香港のＭ＆Ａ市場、１８５７億米ドルで過去最高に
【１月１４日　第一財経日報】合弁・買収（Ｍ＆Ａ）調査会社マージャーマーケットによると、２０１３年の中国本土および香港の　Ｍ＆Ａ件数は１０６２件で、前年比２１．８％増の総額１８５７億米ドル（約１９兆３８００億円）規模に上った。金額・件数ともに、記録を開始した２００１年以来の最高となる。このうち、食肉大手・双匯国際による６９億米ドルのスミスフィールド買収などもあり、中国本土および香港の外資に対する　Ｍ＆Ａ総額は前年比１５．２％増の６９１億米ドル（約７兆２１００億円）に上り、やはり過去最高となった。一方、外資企業による中国本土および香港におけるＭ＆Ａは、１８件増加の１７６件に上ったものの、買収金額は２．８％減の２３５億米ドルにとどまった。マージャーマーケットによると、業界別では製薬、医療、バイオテクノロジー分野のＭ＆Ａ総額が８２億米ドルに上り、２６％増という高い伸びを示した。今年も外資による同分野への投資増加が見込まれる。
· 労働：最低賃金が平均１８％増、人件費がさらにアップ
【１月１５日　経済参考報】中国人力資源・社会保障部によると、２０１３年の中国の月当たり最低賃金は前年と比べて平均１８％上昇した。賃金アップは主に中・低所得者層で顕著となっており、低い労働コストという中国の優位性の喪失がさらに進んだ形。中国経済は発展方法の転換と産業構造の調整を迫られている。昨年１２月３１日までに最低賃金の調整を行ったのは、２６省・自治区・直轄市および深圳市。現在、月当たりの最低賃金の全国最高は上海市の１６２０元（約２万８０００円）で、時給の最高は北京市と新彊ウイグル自治区の１５．２元（約２６０円）となっている。
· 通信：ｉＰｈｏｎｅ５の安売り合戦開始、チャイナモバイルの参入で
【１月１４日　毎日経済新聞】中国移動（チャイナモバイル）は１月１７日にアップルのｉＰｈｏｎｅを正式発売する。中国聯通（チャイナユニコム）と中国電信（チャイナテレコム）よりも４００－１０００元安価な価格設定にしている。記者が１３日、チャイナユニコムとチャイナテレコムのネットショップでｉＰｈｏｎｅ５ｓと５ｃの価格を調べたところ、やや値下がりしていた。チャイナテレコム北京は１月６日から両機の価格を全面的に見直すと発表した。チャイナユニコムも値下げを始めた。北京ユニコムの新春キャンペーンでは、５４９９元だった５ｓが８００元値下がりしていた。アップルとチャイナモバイルは先月２３日、ｉＰｈｏｎｅの取り扱いを発表。チャイナモバイルは既に同機を販売しているチャイナユニコムとチャイナテレコムに、少なくない高額ユーザーを奪われており、業界内ではチャイナモバイルの反撃が始まるとみられていた。しかし、競争相手も手をこまねいていない。通信業界ベテランアナリストの曽韜氏は「アップル端末のユーザーは既に安定しており、単純な値下げではユーザーの買い替えにつながらない。せいぜい、アップル顧客の買い替えを促す程度だ」と語る。
· 業界：外資化粧品が中国事業を縮小、現地ブランドの追い上げも激しく
【１月１５日　中国網】レブロンに続いて、ロレアルはガルニエも主力商品から外した。小売業専門家の中発商業管理集団、丁浩州総裁は「中国の日用化粧品市場は成熟しつつあり、ブランドの淘汰が進んでいる。欧米経済も思わしくなく、今後も外資ブランドの中国撤退が続く」と指摘した。中国に進出している三大大手、プロクター・アンド・ギャンブル（Ｐ＆Ｇ）、ユニリーバ、ロレアルのうち２社がリストラや業務縮小計画を発表した。ロレアルとレブロンは海外では大衆向けブランドで、中国進出が速かったので空白地帯に入り込み、高い評判と業績を上げた。しかし、ディオールやエスティ―ローダーなど海外有名ブランドが中国に入ってくると、ロレアルなどの中国での市場シェアは１、２級都市を中心に大幅に低下し、しかも中国現地ブランドにも追い上げられた。現地ブランドは２、３級都市やネットショップで少なくないシェアを確保した。ニールセンが２０１２年末に発表したデータによると、２００９年５月に５７．９％あった海外化粧品ブランドの市場シェアは２０１２年５月に４４．５％に低下した。また、化粧品の主な購入者が若者であるため、再購入はネットでされる場合も多い。中国電子商務研究中心のデータによると、２０１０年の化粧品ネット販売の伸び率は７８％で、２０１１年も６６．６％だった。今後もネット販売は成長し、２０１５年には販売規模が１２００億元を超えると予測されている。
· 英紙：大気汚染に覆われる北京、巨大スクリーンで日の出を中継
【１月１８日　環球時報】英デイリー・ポスト紙によると、深刻な大気汚染に覆われる北京で、巨大スクリーンによる日の出の中継が行われたという。北京の街角に設置された巨大スクリーンは本来広告用だが、先週北京市の大気汚染がこの冬最悪となるなか、市民にとって日の出を見ることができる唯一の場所となった。北京の大気汚染は、気象条件のほか石炭の使用量が増加する冬に悪化する傾向にある。１６日、北京では大気汚染レベルを示す指標が観測上限を突破。１７日も市内数カ所で微小粒子状物質ＰＭ２．５の濃度が「重度汚染」とされる１立方メートルあたり３００マイクログラムを示し、５００マイクログラムを記録する場所もあった。大気汚染は観光業だけではなく、健康にも深刻な影響を及ぼしている。最近の調査では、１０年に中国で大気汚染が原因で亡くなった人は１２０万人に及んだという。中国政府が新しい施策を打ち出し真面目に実行していかない限り、世界の他の地域にも影響が出ることは避けられないだろう。
· 春節：大きな荷物抱え故郷へ、春節期に移動する人およそ３６億人
【１月１７日　新華社】春節（旧正月、今年は１月３１日）を前に、中国では都市部で働く出稼ぎの人たちが大きな荷物を抱え、続々と故郷に帰省している。国家発展改革委員会によれば、今年の春節前後に鉄道、道路、水路、空路で移動する人の数は延べ３６億２３００万人、前年から２億人増える見込みだ。
· 台湾：日本時代の「日東紅茶」工場跡地が“復活”、観光スポットに
【１月１４日　聯合報】日本統治時代に海外輸出向けの紅茶の生産が盛んだった台湾北部・桃園県の大渓で、このほど製茶工場跡が観光スポットとして再活用されることになった。レトロな建物の中では地元産の有機蜜香紅茶・緑茶が販売されている。大渓は現在では古い街並み（老街）や豆腐の一種、豆干（ドウガン）の産地で知られているものの、かつてはここで日本内地や海外へ向けて輸出用の紅茶が作られていたことは今ではあまり知られていない。日本統治時代の１８９９（明治３２）年、三井物産が現在の新北市海山区と桃園県大渓郷で大規模な茶園の経営を始め、１９２６年（大正１５年）に現在の大渓工場の前身である角板山工場が誕生。その後、ヨーロッパを中心に紅茶が好まれたため日本側は紅茶の生産に切り替え、全盛期には１日３交替２４時間操業で年間最大６００トンを生産していたという。当初、この台湾産の紅茶をインドのダージリンに送って現地のものと比較したところ、品質も遜色なく、その後は英国貴族から指名されるまでになった。元々は「合名茶」とよばれていたが、他の紅茶と区別するため「日東紅茶」と名を改めて輸出され、外貨の獲得に貢献した。戦後は台湾農林公司に引き継がれ、茶の製造はその後も続いたが、経済成長にともなう地域労働力の流出と、政府による製茶管理規則の廃止による小規模製茶工場の乱立、台湾の紅茶需要の落ち込みで、同社は１９９５年、ついに大渓製茶工場の廃止を決めた。時代の移り変わりとともに忘れられがちだった大渓の紅茶だが、今、大渓観光の目玉としての“工場復活”で、関係者は観光客に往時の紅茶の香りを再び味わってほしいとしている
■　台湾：２０１３年株価上昇率、日本に次いでアジア２番目
【１月１６日　新浪網】台湾証券取引所の統計によると、台湾の株価指数は昨年９１２ポイント上昇し、１１．８５％の年間上昇率はアジアでは日本に次いで２番目に高いことがわかった。アメリカの量的緩和縮小などが、株式市場に好影響を与えたと見られる。台湾株式市場における昨年の最終利回りはイギリスに次ぐ３．３％で、株価収益率、株価純資産倍率はそれぞれ１８倍、１．８倍となり、回転率は上海、日本、韓国市場より低いものの、アメリカ、イギリス、香港市場を上回る８３％だった。台湾証券取引所の林火灯社長は、台湾の株式市場は今年、活力のある１年になるとした上で、一般有価証券のほかに、多岐にわたる上場投資信託プランの提供や新株予約権などにも重点を置き、さらなる飛躍を目指したいと語る。また、アメリカの量的緩和縮小により欧米経済が回復すれば、台湾の輸出主導型経済にも好影響を与えるだろうと期待を寄せている。
· 雲南：シャングリラ旧市街・独克宗古城、２５０棟近く焼失
【１月１２日　RFI中文網】国雲南省シャングリラの旧市街「独克宗古城」で１１日に発生した火災はすでに鎮火したが、この火事で２４２棟の家屋が消失した。新華社は「有史以来、最も深刻な火災だ」と伝えた。火元は旧市街にある旅館と見られており、現時点で放火の可能性はないという。具体的な出火原因について調査が進められている。約１３００年前の唐代に建てられた「独克宗古城」は、国内で最も完璧に保存され、最も規模の大きいチベット族の居住地。９日には、四川省色達県にあるチベット仏教施設「五明佛学院」でも原因不明の出火があり、百余棟が消失したばかりだった。
************************************************************************************************
カンボジア　：　タリー・コンポンチャムSEZ　調査報告　
１５．ＪＡＮ．１４
中小企業家同友会アジア情報センター代表　
東アジアセンター外部研究員(協力会副会長)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小島正憲
附　カンボジア ： バベットSEZ　①D＆V、②NLC、③ドラゴンキング、④Pacific、⑤Hi　Park、⑥山東桑莎　　
ベトナム  ：　モックバイ国境ゲート経済区　　
タイニン市　カオダイ教総本山
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１．タリー・コンポンチャム経済特区

プノンペンから国道７号線を、北東に車で３時間半ほど走った場所に、タリー・コンポンチャム経済特区（英語表記：Thary　Kampong　Cham　SEZ）がある。

・所有者は、カンボジア人のOknha　Chhoｒｎ　Thary氏

・開発面積：１４０ha　　・２００５年オープン

・借地料：US２０＄／１㎡（７０年間）　※交渉の余地有り。

・ベトナム国境まで３０分。ホーチミンまで約４時間。

・国境はインターナショナルで、ベトナム人、カンボジア　

人以外も通行可。カンボジア名：トロペン・プロム国境。

国境のカンボジア側にはカジノが数軒ある。ショッピン　

グセンターもある。

・電力：ベトナムから買電。ほぼ停電なし。電気代も安い。

・水：井戸で汲み上げ。水質・水量ともに問題なし。

・現在、タリー氏の自社企業（ゴムの木の集荷・製材業）が１社のみ稼働中。ベトナム系の縫製工場（１０００名規模）が稼働していたが、オーダー不足とベトナム人経営者間で仲間割れの結果、２００８年に閉鎖。経済特区内は中央に道路が１本整備されているのみ。

・近くに大きな農村集落があり、労働者はそこから歩いて集まってくるという。

・周辺は農村地帯で、ゴム・胡椒・カシューナッツなどの栽培が盛んであり、生活水準はカンボジアでは最も高いという。

・労働者の給料はUS１００～１５０＄。田舎にしては安くはない。
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　　　《　タリーSEZ　正面門　》　　　　　　　　　　　　《　SEZ内は一面の野原　》　　　　　　　　《　閉鎖された縫製工場　》
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※コンポン・チャム

・コンポン・チャムという地名は、コンポンはカンボジア語では「港」という意味、チャムはチャム族が多く住んでいるところから付けられたという。

・チャム族とは、ベトナムに住んでいたチャンパ族がベトナム人に追われて、メコン川沿いにカンボジアへ逃げ込んだ人たちの末裔だといわれており、主に漁業に携わり、イスラム教を信じている人が多いという。コンポン・チャムのメコン川周辺にはモスクも多い。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　《　トロペン・プロム国境のカジノ　》

２．カンボジア：バベット地域SEZ

カンボジア・ベトナム国境のバベット市には、すでにマンハッタンSEZ・タイセンSEZが稼働中であるが、その他、現在開発中のSEZ（ほとんどが１００haを越す巨大なもの）が目白押しである。さらに国道１号線沿いには、１年前にはなかったSEZ用土地賃貸の看板（これも１００haを越すもの）も多く、まさにSEZ乱立の様相を呈している。以下に開発途中の主だったSEZの映像を掲げておく。
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1 D＆V　SEZ　整地のみ　　　　　　　　　②NLC　SEZ　　整地のみ　　　　　　　　　　③ドラゴンキング　SEZ　１社操業　
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④Pacific　SEZ　　整地のみ　　　　　　　　　⑤Hi　Park　SEZ　　整地のみ　　　　　　　⑥山東桑莎　SEZ　　１社操業
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※　なお、このバベットには、カジノも多く、ベトナム人が大勢遊びに来ていたが、最近、その数が激減しており、倒産したり閉鎖したりするカジノ兼ホテルが目立つようになってきているという。表通りの大きなカジノだけでも３軒が営業を停止していた。

　
３．ベトナム　：　モックバイ経済区、廃虚化の恐れ
カンボジアと国境を接するベトナム：タイニン省モックバイ国境ゲート経済区のショッピングセンターが、免税措置をめぐる理不尽な政策変更などの影響で廃虚になる可能性が浮上している。モックバイ経済区は面積２万１３００ヘクタール。２００８～０９年の  《　閉鎖中の大型カジノ　》
開設初期のモックバイ経済区は免税措置で、年間２７０万人もの訪問者を集めていた。ただ１２年下半期に免税措置が無効化された。その後、免税措置が緩和されたり、厳しくなったりと２転３転したため、現在は閑散とした状態である。すでに営業をとりやめたショッピングセンターも多く、この経済区へのゲートは閉鎖され、訪問社はゲート脇の小さな入り口から出入りをしている。かろうじて開店しているショッピングセンターでも、買い物入れに使用するワゴン車の大半が野ざらしでホコリを被り、錆び付いてしまっていた。ショッピングセンター内は、中国製の日用品が多く、免税で価値のあるような高額商品は少なかった。買い物をしているのは、カンボジア観光帰りの人などで、わざわざホーチミンから交通費を払って買い物だけに来ている人は少ないという。それでも出口付近には担ぎ屋らしき女性が数十名たむろしていた。
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《閉鎖中のモックバイ経済区ゲート》
　　　《現在使用中の経済区の出入口》
《閑散としたショッピングセンター入り口》
４．カオダイ教総本山
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カンボジアのタリー・コンポンチャムからベトナムのホーチミンへは、トロペン・プロム国境（カンボジア名）を抜けて、ベトナム側の国道２２号線を車で走れば、約３時間半で着く。途中のタイニン市には、ベトナムの新興宗教：カオダイ教の総本山がある。

カオダイ教は、１９１９年、ゴ・ミン・チェンによって創唱され、その教義は五教（儒教・道教・仏教・キリスト教・イスラム教）の教えを融合して、世界の救済を求めている。仏領インドシナ時代には、独自の私兵団を擁し反仏運動を展開したとも言われるが、フランスからの支援を受けてベトミンとも戦い、教団が巨大化したとも伝えられている。たしかに総本山前には、今でもサッカー場の２倍ほどの閲兵用の広場が設けられている。ジュネーブ協定後に成立した南ベトナム政権がキリスト教を擁護したため、カオダイ教は武装解除を迫られ、それに抵抗を試みたが鎮圧されたという。現在の信徒数はタイニン省を中心に、１５０～２００万人とされている。タイニン市周辺では、総本山に似せて造られたカオダイ教の寺院を、多数見ることができる。
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総本山では毎日、昼の１２時から約２０分間、信者の集団祈祷が行われ、そのとき、信徒はすべて白いアオザイを着て、鳴り物といっしょにお経を唱え、一種の酩酊状態に入ると言われている。残念ながら、私が訪れたのは午後３時ごろで、その光景を眼にすることはできなかった。

入り口のところに大きな額が掲げられており、そこには３人の人物が描かれていた。説明文には、それは中国人の孫文、そしてフランス人のヴィクトール・ユーゴー、ベトナム人の阮秉謙であり、カオダイ教ではその３人を聖人として崇めていると書かれていた。私にはこの３人の取り合わせがよくわからないが、孫文はともかくとして、ヴィクトール・ユーゴーは「レ・ミゼラブル」を書いた作家として有名なだけで、しかもその政治家としての活躍は悲運に満ちたものであり、私生活は女性関係が派手であり、とても人間として崇める対象ではないのにと思った。なおベトナム人の阮秉謙についての詳細は不明であるが、これも五教を折衷したようなカオダイ教を信仰している信者にしてみれば、格別に疑問を持つほどのことではないのだろう。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
************************************************************************************************
上海街角インタビュー　⑭
社団法人大阪能率協会アジア・中国事業支援室副室長（海外委員）

順利包装集団董事（在上海）

福喜多技術士事務所所長

福喜多俊夫

「中国で珠算は消え去った遺産か」

　“和食”がユネスコの無形文化遺産に登録され、各地で和食ブームが盛り上がっているが、中国でも12月4日、“中国の珠算”が1800年の歴史を持つ計算機としてユネスコの無形文化遺産に登録された。これで中国の無形文化遺産は30項目となり、中国は世界一無形文化遺産の多い国となった。因みに日本は22件である。

　日本でも我々の周囲から“算盤”は殆ど姿を消したが、私は10年以上の中国滞在中、中国の“算盤”を一度も見たことが無い。中国でも中高年は“珠算”をやったことがあるかもしれないが、子供たちや若者は“珠算”の経験があるか聞いてみた。

1. 22歳女子　大学院生 

　　　算盤は見たことはありますが、一度も使ったことはありません。私が物心ついたときには、電卓が家の中にころがっていました。祖父母は算盤を使えるかもしれないけれど、多分両親は使えないと思う。

２．8歳女子　小学生

　　　算盤は本物を一度も見たことがありません

３．45歳男子　民間会社管理部勤務

　　　中学校の時（80年代前半です）、学校で少し教わりましたが、今は学校でも教えていないでしょう。大学や会社では計算尺は使いましたが、算盤は使いませんでした。会社へ入った頃、すでに電卓が普及していました。

４．40歳代　会計士の資格を持つ女性

　　　小学生の時、算盤を習いました。私は上海財経大学出身ですが授業では“珠算”はありませんでした。でも、趣味でやっている学友はいました。私は算盤をもっているし、今でも使えます。でも、実務で使ったことはありません。

５．30歳代前半の女性

　　　小学校の時、珠算の授業がありました。中学校以降は触ったことがありません。

６．20歳代後半の女性

　　　小さい頃、祖父が算盤で計算していたのを覚えています。祖父が教えてやろうといったので私も試してみましたが、難しいので習うのをやめました。それ以来触っていません。

６．30歳代後半の女性

　　　子供が幼稚園で珠算を教えてもらっていたけれど、小学校に入ってからはやっているのを見たことがありません。今では小学校でも教えないのでしょう。

７．70歳代　元小学校教師

　　　中国では1990年代までは小学校でも算数の時間に珠算を教えていました。しかし、2001年の教育部の通達で珠算は義務教育標準から削除されてしまいました。珠算の機能は電卓で十分果たせるというのが理由でした。私は、算盤は指の運動が脳の働きに影響すると信じているし、暗算能力の向上に役立つから、せめて小学生には珠算を教えた方がいいと今でも思っています。無形文化遺産に選ばれたことを契機に、政府が珠算教育を見直してくれたらいいと思います。

　インタビューした結果は大体予想通りで、日本と同じ経過を辿ったようです。ただ、日本では数は激減していますが、今でも珠算塾は健在なように、中国でも珠算に親しむ人はかなりいるようです。中国の算盤は元々七つ珠（１の位に五つ、五の位に二つ）でしたが、近年は日本式の五つ珠（1の位に４つ、五の位に1つ）が逆輸入されているようです。中国珠算協会は子供の記憶力と注意力を強化する活動を行っており、上海珠算協会は児童の知力開発についてすでに16年に及ぶ実験教育を行っているそうです。しかし、中国政府は珠算教育にはあまり熱心でないようで、2012年に全国規模の計算能力検定の項目から珠算を削除してしまいました。

以上
************************************************************************************************
【中国経済最新統計】
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実質GDP増加率

(%)
	②

工業付加価値増加率(%)
	③
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小売総
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	④

消費者

物価指
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	⑦
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	⑧

輸　入
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	⑨

外国直

接投資
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(%)
	⑩

外国直接投資金額増加率

(%)
	⑪

貨幣供給量増加率M2(%)
	⑫

人民元貸出残高増加率(%)

	2005年
	10.4
	
	12.9
	1.8
	27.2
	1020
	28.4
	17.6
	0.8
	▲0.5
	17.6
	9.3

	2006年
	11.6
	
	13.7
	1.5
	24.3
	1775
	27.2
	19.9
	▲5.7
	4.5
	15.7
	15.7

	2007年
	13.0
	18.5
	16.8
	4.8
	25.8
	2618
	25.7
	20.8
	▲8.7
	18.7
	16.7
	16.1

	2008年
	9.0
	12.9
	21.6
	5.9
	26.1
	2955
	17.2
	18.5
	▲27.4
	23.6
	17.8
	15.9

	2009年
	9.1
	11.0
	15.5
	1.9
	31.0
	1961
	▲15.9
	▲11.3
	▲14.9
	▲16.9
	27.6
	31.7

	2010年
	10.3
	15.7
	18.4
	3.3
	24.5
	1831
	31.3
	38.7
	16.9
	17.4
	19.7
	19.8

	2011年
	9.2
	
	
	
	
	1549
	20.3
	24.9
	
	
	
	

	10月
	
	13.2
	17.2
	5.5
	34.1
	170
	15.8
	29.1
	-0.6
	8.7
	16.7
	14.1

	11月
	
	12.4
	17.3
	4.2
	21.4
	145
	13.8
	22.6
	-12.9
	-9.8
	16.2
	14.0

	12月
	8.9
	12.8
	18.1
	4.1
	5.7
	165
	13.3
	12.1
	-15.4
	-12.7
	17.3
	14.3

	2012年
	
	
	
	
	
	2303
	7.9
	4.3
	
	
	
	

	1月
	
	
	
	4.5
	25.3
	273
	-0.5
	-15.0
	4.6
	10.8
	16.6
	14.8

	2月
	
	21.3
	
	3.2
	－
	-315
	18.3
	40.3
	38.7
	-0.9
	17.8
	15.0

	3月
	8.1
	11.9
	15.2
	3.6
	21.1
	53
	8.8
	5.4
	-6.5
	-6.1
	18.1
	15.7

	4月
	
	9.3
	14.1
	3.4
	19.2
	184
	4.9
	0.4
	-26.1
	-0.7
	17,5
	15.4

	5月
	
	9.6
	13.8
	3.0
	21.0
	187
	15.3
	12.7
	-6.1
	0.0
	17.9
	15.7

	6月
	7.6
	9.5
	13.7
	2.2
	21.8
	317
	11.3
	6.3
	-16.3
	-6.9
	18.5
	16.0

	7月
	
	9.2
	13.1
	1.8
	20.6
	251
	1.0
	5.7
	-7.8
	-8.6
	18.9
	16.0

	8月
	
	8.9
	13.2
	2.0
	19.4
	267
	2.7
	-2.7
	-12.7
	-1.4
	18.4
	16.1

	9月
	7.4
	9.2
	14.2
	1.9
	23.1
	277
	9.8
	2.3
	-6.4
	-6.8
	19.8
	16.2

	10月
	
	9.6
	14.5
	1.7
	22.4
	320
	11.5
	2.2
	1.8
	-0.2
	14.6
	15.9

	11月
	
	10.1
	14.9
	2.0
	20.0
	196
	2.8
	-0.1
	-8.7
	-5.4
	14.5
	15.7

	12月
	7.9
	10.3
	15.2
	2.5
	18.8
	316
	14.0
	6.0
	-7.8
	-4.5
	14.4
	15.0

	2013年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	1月
	
	
	
	2.0
	20.8
	291
	25.0
	29.0
	-12.4
	-3.4
	15.9
	15.4

	2月
	
	
	
	3.2
	
	153
	21.7
	-14.9
	-35.6
	6.3
	15.2
	15.1

	3月
	7.7
	8.9
	12.6
	2.1
	21.5
	-9
	10.0
	14.2
	-19.7
	5.7
	15.7
	14.9

	4月
	
	9.3
	12.8
	2.4
	19.8
	182
	14.6
	16.6
	13.9
	0.4
	16.1
	14.9

	5月
	
	9.2
	12.9
	2.1
	19.7
	204
	0.9
	-0.1
	-14.4
	0.3
	15.8
	14.5

	6月
	7.5
	8.9
	13.3
	2.7
	19.9
	271
	-3.3
	-0.9
	-17.3
	20.1
	14.0
	14.1

	7月
	
	9.7
	13.2
	2.7
	20.2
	178
	5.1
	10.8
	1.2
	24.1
	14.5
	14.3

	8月
	
	10.4
	13.4
	2.6
	21.4
	285
	7.1
	7.1
	-11.7
	0.6
	14.7
	14.1

	9月
	7.8
	10.2
	13.3
	3.1
	19.6
	152
	-0.4
	7.4
	-16.8
	4.9
	14.2
	14.3

	10月
	
	10.3
	13.3
	3.2
	19.2
	311
	5.6
	7.5
	-8.2
	1.2
	14.3
	14.1

	11月
	
	10.0
	13.7
	3.0
	17.6
	338
	12.7
	5.4
	-9.3
	2.3
	14.2
	14.2

	12月
	7.7
	
	13.6
	2.5
	
	256
	4.3
	8.6
	-3.4
	
	13.6
	14.1


注：1.①「実質GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。

2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意

されたい。また、(　　)内の数字は1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。

　　3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の86%（2007年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。

出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。
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